
 

１．全国総合開発計画と国土総合開発法の改正 

国土計画は、土地、水、自然、社会資本、産業集積、文化、人材等によって構成され

る国土の望ましい姿を示す長期的、総合的、空間的な計画である。 

我が国の戦後の国土計画は、昭和３７年に策定された第一次全国総合開発計画以来、

国土総合開発法に基づく全国総合開発計画（以下「全総計画」という。）が５次にわた

って策定された。の所得格差の是正などに一定の成果を上げてきた。全総計画は、それ

ぞれの時代に応じた政策課題に対する基本方針を示し、工場・教育機関の地方分散、地

域間 

国土総合開発法は、制定された昭和２５年当時の社会経済情勢等を背景に、開発を基

調とした量的拡大を指向したものとなっていた。しかし、本格的な人口減少社会の到来

など、国土政策上の新たな課題に対応しつつ、国土の質的向上を図り、国民生活の安

全・安心・安定の実現を目指す成熟社会にふさわしい国土のビジョンを提示するうえ

で、計画制度の抜本的な見直しが求められた。このような状況を踏まえ、平成１７年に

国土総合開発法の抜本改正が行われ、同年１２月に国土形成計画法が施行された。 

 

２．国土計画制度の改革のポイント 

国土形成計画法に基づいて策定される国土形成計画は、計画の策定手続、計画の内容の

両面において以下のとおり、これまでの全総計画から大きな転換を図ったものとなった。 

（１）国と地方の協働によるビジョンづくり 

国土形成計画は、全国的見地から必要とされる基本的な施策等について定める「全国計

画」と、ブロック単位の広域的見地から必要な施策を国と地方が連携・協力して策定する

「広域地方計画」の二階層とした。広域地方計画の策定にあたっては、国の地方支分部局、

関係都府県・政令市、経済界等が対等な立場で協議する広域地方計画協議会の協議を経る

こととした。 

（２）開発中心からの転換 

開発中心の量的拡大を目指す計画から、成熟社会型の計画へ転換するため、良好な景観

や環境の保全を含めた国土の質的向上、既存ストックの有効活用、有限な資源の将来世代

への適切な継承等の観点から計画対象事項の拡充、改変を行った。 

 

 

 



 

３．国土形成計画の策定 

平成２０年７月に閣議決定された全国計画では、各広域ブロックが東アジア等との交

流・連携を進めつつ、その有する資源を最大限に活かした特色ある地域戦略を描くことに

より、自立的に発展する国土構造への転換を図るなど「多様な広域ブロックが自立的に発

展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図る」ことを計画の

基本的な方針としている。 

また、この新しい国土像の実現のため、①東アジアとの円滑な交流・連携、②持続可能

な地域の形成、③災害に強いしなやかな国土の形成、④美しい国土の管理と継承、⑤「新

たな公」を基軸とする地域づくりを戦略的目標として掲げ、多様な主体の参画により、効

率的に計画を推進することとしている。 

広域地方計画については、全国計画に示された新しい国土像を具体化するものとして、

東北から九州までの全国８ブロック別の地域戦略と、その具体的な取組みをまとめた計

画であり、国の地方支分部局や地方公共団体、経済団体等をメンバーとする広域地方計画

協議会における協議を経て、平成２１年８月に国土交通大臣により決定された。 

 

４．第二次国土形成計画の策定 

国土交通省では、急激な人口減少・少子化や巨大災害の切迫等、国土を取り巻く厳しい

状況変化に対応するため、国民と危機感を共有し、中長期（おおむね2050 年）を見据え

た国土・地域づくりの理念を示す「国土のグランドデザイン2050」を、平成２６年７月に

発表した。 

 

 



これも踏まえ、平成２７年８月に閣議決定された第二次国土形成計画（全国計画）では、

地域の多様な個性に磨きをかけ、地域間のヒト、モノ、カネ、情報の活発な動き（対流）

を生み出す「対流促進型国土」の形成を国土の基本構想とした。そして、対流を生み出す

ための国土構造、地域構造として、生活サービス機能をはじめとした各種機能を一定の地

域にコンパクトに集約し、各地域をネットワークで結ぶ「コンパクト＋ネットワーク」を

提示した。「対流促進型国土」及びそのための「コンパクト＋ネットワーク」の形成は、

各地域の固有の自然、文化、産業等の独自の個性を活かした、これからの時代にふさわし

い国土の均衡ある発展の実現につながるものである。また、同計画では、地方から東京圏

への若年層を中心とする人口の流出超過が継続する一方、東京には依然として過密の問

題が存在し、首都直下地震等大規模災害の切迫等の課題も踏まえ、東京一極集中の是正が

位置づけられている。 

また、全国計画を踏まえて、平成２８年３月には、全国８ブロック別の広域地方計画を

改定した。

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

１．国土利用計画法の目的と基本理念

（目 的）

第１条 この法律は、国土利用計画の策定に関し必要な事項について定めるとともに、

土地利用基本計画の作成、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整する

ための措置を講ずることにより、国土形成計画法（昭和 年法律第 号）による

措置と相まって、総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的とする。

（基本理念）

第２条 国土の利用は、国土が現在及び将来における国民のための限られた資源であると

ともに、生活及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であることにかんがみ、公共の福

祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化

的条件に配意して、健康で文化的な生活環境の確保と国土の均衡ある発展を図るこ

とを基本理念として行うものとする。

２．国土利用計画法の仕組み

３．国土利用計画と他の諸計画との関連

 

国土利用計画の策定 全国計画、都道府県計画及び市町村計画

土地利用基本計画の作成

土地取引の規制

土地取引の届出制

遊休土地に関する措置

土地取引の許可制国土利用

計画法

適
合
す
る

土地利用に関する
個別規制法による措置

（法第10条）

・都市計画法、農振法、森林法、
自然公園法、自然環境保全法等

・土地利用に関する計画

・開発行為等の規制

基本とする

基本とする

国土の利用に関し

て基本とする基本とする

土地取引の規制
（法第16条、24条）

・許可基準、勧告基準

（法第４条）

基本 

とする

即して
適正かつ合理的な

土地利用を図る

（法第２条） 

（都道府県が策定）（法第９条）

・都道府県レベルの土地利用調整等

（国土形成計画 等）

（法第５条）

・全国レベルの国土利用のあり方

（法第７条）

・都道府県レベルの国土利用のあり方

（法第８条）

・市町村レベルの国土利用のあり方



４．第五次国土利用計画（全国計画）の概要

わが国は平成 年をピークに総人口が減少に転じ、本格的な人口減少社会、超高

齢社会に突入した。また、平成 年の東日本大震災をはじめ、多くの自然災害に見

舞われた。このような状況において、国土を適切に管理し荒廃を防ぐこと、開発圧力が低減

する機会をとらえ、自然環境の再生・活用や災害に対する安全な土地利用の推進等を図るこ

とによって、より安全で豊かな国土を実現することが重要な課題であるという認識の下、平

成 年 月に第五次となる国土利用計画（全国計画）を策定した。

本計画では、国土の安全性を高め、持続可能で豊かな国土を形成する国土利用を目指し、

「適切な国土管理を実現する国土利用」「自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する

国土利用」「安全・安心を実現する国土利用」の３つを基本方針としている。また、今後人

口減少、高齢化、財政制約等が進行するなかで、基本方針を効率的に実現するために、防災・

減災、自然共生、国土管理などの効果を複合的にもたらす「複合的な施策」を推進する。さ

らに、開発圧力が低減する機会をとらえ、土地の履歴や特性を踏まえ、最適な国土利用を選

択する「国土の選択的な利用」を推進する。

併せて、本計画では、農地、森林、宅地等の利用区分ごとに、規模の目標を定めており、

今回はじめて宅地面積が増加しない目標を定めている。

単位：万 ha 平成 24 年 平成 37 年 
農        地 455 440 
森      林 2,506 2,510 
原   野   等 34 34 
水面・河川・水路 134 135 
道      路 137 142 
宅      地 190 190 

住宅地 116 116 

工業用地 15 15 

その他の宅地 59 59 

そ   の   他 324 329 
合      計 3,780 3,780 

国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 



1－３　政府経済見通しにおける主要経済指標

平成30年度 令和元年度 令和2年度 対前年度比増減率

（実績） （実績見込） （見通し）

兆円程度 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度 ％程度 ％程度

国内総生産 （名 目） （名 目） （名 目） (名 目) (実 質) (名 目) (実 質)

  国内総生産 548.4 558.3 570.2 1.8 0.9 2.1 1.4

    民間最終消費支出 304.7 308.5 314.2 1.2 0.6 1.8 1.0

    民間住宅 16.5 17.0 16.9 2.9 1.5 ▲  0.3 ▲  1.9

    民間企業設備 88.0 90.3 93.2 2.6 2.2 3.2 2.7

労働・雇用 万人程度 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

  労働力人口 6,847 6,891 6,901 0.2

  就業者数 6,681 6,730 6,744 0.2

生産 ％程度 ％程度 ％程度

  鉱工業生産指数 0.3 ▲  1.7 2.1 － －

　　　　　・増減率

物価 ％程度 ％程度 ％程度

　国内企業物価指数 2.2 0.3 1.0 － －

　　　　　・変化率

  消費者物価指数 0.7 0.6 0.8 － －

　　　　　・変化率

国際収支 兆円程度 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

  貿易･サービス収支 ▲  0.0 ▲  0.1 ▲  0.4 － －

  　貿易収支 0.7 0.3 ▲  0.5 － －

 　　 輸出 80.3 75.9 78.0 ▲  5.5 2.7

 　　 輸入 79.6 75.6 78.4 ▲  5.0 3.7

  経常収支 19.2 19.5 18.9 － －

（資料） 内閣府『令和2年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度』

（注１） 消費者物価指数は総合である。

平成30年度

（実績）

3.3 2.9 2.9

110.9 108.7 108.9

72.0 67.1 65.6

（備考）

１．世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。

令和元年度 令和2年度

0.6

0.7

（注２） 世界ＧＤＰ（日本を除く。）、円相場、原油輸入価格については、以下の前提を置いている。

      なお、これらは、作業のための想定であって、政府としての予測あるいは見通しを示すものではない。

令和2年度

２．円相場は、令和元年11月1日～11月30日の期間の平均値(108.9円/ドル)で同年12月以降一定と想定

３．原油輸入価格は、令和元年11月1日～11月30日の期間のスポット価格の平均値に運賃、保険料を付加
     した値（65.6ドル/バレル）で同年12月以降一定と想定。

世界ＧＤＰ（日本を除く）の
実質成長率 （％）

円相場 （円／ドル）

原油輸入価格
（ドル／バレル）

令和元年度


